[bookmark: _GoBack]様式第１号
事　　業　　計　　画　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入日　　年　月　日
１　申請者の概要
	法人名称
代表者氏名
	名　　称：
（法人番号：　　　　　　　　　　）
代表者氏名：
	開業・法人設立日
（予定日）
	      年　　月　　日
法人化予定（該当するものに○）　有・無・済み

	事業所所在地※
	
	資本金※
	

	業  種
	
	従業員数※
	

	製造・開発品目
	

	代表者
	氏　 名
	

	
	本籍地
	

	
	現住所
	

	
	生年月日
	　　　　年　　　月　　　日　（　　　歳）

	
	学歴・職歴
	

	 保有する
資産・知財等
	建物
	　　　　　㎡（種別：　　　）

	
	土地
	　　　　　㎡（種別：　　　）

	
	機械設備
	

	
	資格
	

	
	許認可
	

	
	知的財産権
（特許等）
	

	 創業の動機
	

	 入居希望理由
	


　※今後創業する場合は記載不要。
２　施設利用計画
	営業時間
	時～　　時

	休日
	曜日

	従業員数
（入居時点）
	(単位:人)
	区分
	常勤
	非常勤
	本人
	計

	男
	
	
	
	

	女
	
	
	
	

	計
	
	
	
	




	特記事項
	※危険物を取り扱う場合や音・匂い等が発生する場合のみ記入


	搬入設備
	機械、工具、OA機器、備品、ルームインルームの設置等

	搬入設備名称
	数量（台）
	面積（㎡）
	重量（kg）
	価格（千円）
	電圧（V）
	消費電力（KW）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	



３　経営方針等
	経営理念・経営方針
	

	創業者として今後伸ばしていきたい資質
	

	目指すべき５年後の姿
	

	施設使用期間終了後の
予定事業場所
	


４　事業の内容（インキュベートセンターで実施する事業を記入）
	事業の概要
（事業の目的等）
	

	想定顧客
	※顧客の抱える課題やニーズ等を含めて記載


	開発する
製品・技術
	概要
	

	
	差別化の
ポイント
	

	 市場性
	市場の規模、
成長性
	

	
	競合他社の状況
	

	
	外部環境
の動向等
	※例：法規制、消費者のﾗｲﾌｽﾀｲﾙやﾃｸﾉﾛｼﾞｰ等の変化等


	販路拡大手法
（新規市場開拓の方法）
	※創業済みの場合は、現状と今後の計画を対比させて記載


	取引先名称
	販売先
	

	
	仕入先
	

	
	外注先
	



５　技術開発力
（図・写真、グラフ等を用いて分かりやすく説明すること。ページ数を増やして記載可能。）
（１）技術開発の名称・概要







（２）申請者（事業パートナーを含む）が有する技術力















（３）従来の技術・製品の課題













（４）（３）の解決方法










（５）技術開発によって得られる成果予想










（６）事業実施体制（事業パートナーとの連携、生産体制等）










（７）工業技術支援センターとの連携等に対する考え方


６　事業実施計画・収支計画等
（１）事業実施スケジュール（入居後）
	区分
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	事業全体
	
	
	
	
	

	
	技術開発分野
	
	
	
	
	

	販路拡大
	
	
	
	
	

	人員計画
（雇用予定人数）
	
	
	
	
	


※インキュベートセンターで実施する事業が技術開発分野に特化され、それ以外の事業（既存製品の販売、コンサル業等）を実施しない場合は技術開発分野
の欄には「同上」と表示して構わない。

（２）収支計画（入居後）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	売上高①
	

	
	
	
	

	
	（＠　　千円×　　個）
	（＠　　千円×　　個）
	（＠　　千円×　　個）
	（＠　　千円×　　個）
	（＠　　千円×　　個）

	費　用②
	
	
	
	
	

	
	仕入額
	
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	
	

	
	販路開拓費
	
	
	
	
	

	
	施設使用料
	
	
	
	
	

	
	通信・光熱水費
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	

	利　益（①-②）
	
	
	
	
	


※科目は適宜変更すること。既に創業している場合は、創業日から申請時点までの決算書を添付すること。
（３）資金調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	調達方法
	調達金額
	備考

	自己資金
	円
	

	他者からの出資金
	円
	返済不要の出資金に限る

	金融機関からの借入
	円
	借入機関名称：

	親族等からの借入
	円
	

	その他
	円
	

	合計
	円
	




